
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

    該当なし。 

２．重要な会計方針 

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    該当なし。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

    定額法による。ただし、平成１９年３月３１日以前に取得した固定資産においては旧定額法による。 

（４）引当金の計上基準 

退職手当引当金・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額

を計上している。 

（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    該当なし。 

（６）消費税等の会計処理 

    税込方式による。 

 

３．会計方針の変更  

正味財産増減計算書において、施設管理受託収入返還金、人件費補助金収入返還金、自主事業負担金

収入返還金について昨年度までは経常費用として扱ってきたが、今年度は施設管理受託収益、受取自主事

業負担金、受取人件費補助金については精算後の金額を記載したため、施設管理受託収入返還金、人件

費補助金収入返還金、自主事業負担金収入返還金は０円となっている。 

 

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

   基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                             （単位：円） 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

 定期・普通預金 
30,000,000 0 0 30,000,000 

合   計 30,000,000 0 0 30,000,000 

                                                （単位：円） 

科    目 前期末残高 
当 期 増 加 額 

当期減少額 当期末残高 
当期積立金 利子収入 

特定資産 

退職手当基金引当資産 
29,701,940 3,223,801 23,274 0 32,949,015 

特定資産 

 ﾊﾟｲﾌﾟｵﾙｶﾞﾝ 
147,877,781 0 0 3,925,959 143,951,822 

合     計 177,579,721 3,247,075 3,925,959 176,900,837 

 

 



５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科     目 当期末残高 
（うち指定正味財産 

からの充当額） 

（うち一般正味財産 

からの充当額） 

（うち負債に 

対応する額） 

基本財産 

定期・普通預金 

 

30,000,000 

 

0 

 

（30,000,000） 

 

0 

小   計 30,000,000 0 （30,000,000） 0 

特定資産 

 退職手当基金引当資産 

 

32,949,015 

 

0 

 

0 

 

（32,949,015） 

特定資産 

 パイプオルガン 

 

143,951,822 

 

(128,370,026) 

 

(15,581,796) 

 

小   計 176,900,837 (128,370,026) (15,581,796) （32,949,015） 

合   計 206,900,837 (128,370,026) （45,581,796） （32,949,015） 

 

６．担保に供している資産 

   該当なし。 

 

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                                                   （単位：円） 

科  目 対象物件 取得金額 減価償却累計額 当期末残高 

車輌運搬具 ワゴン 2,066,775 977,928  1,088,847 

車輌運搬具 軽ワゴン車 870,370 870,369 1 

小  計 2,937,145 1,848,297 1,088,848 

什器備品 スクリム紗幕 801,000 800,999 1 

小  計 801,000 800,999 1 

合  計 3,738,145          2,649,296         1,088,849 

 

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

   債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は次のとおりである。 

科  目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

未収金 765,670 0 765,670 

合   計 765,670 0 765,670 

 

９．保証債務等の偶発債務 

   該当なし。 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益  

    該当なし。 



１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高   

    補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

補助金等の名称 交付者 
前期末 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末 

残高 

貸借対照表上 

の記載区分 

補助金 

 人件費補助金 

 

大田原市 

 

0 

 

67,215,870 

 

67,215,870 

 

0 

 

合  計  0 67,215,870 67,215,870 0  

 

１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高 

    該当なし。 

 

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

    

内     容 金   額 

経常収益への振替額 

 減価償却費計上による振替額 

 

3,501,001 

合    計 3,501,001 

 

 

１４．関連当事者との取引の内容 

    該当なし。 

 

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 

    該当なし。 

 

１６．重要な後発事象 

    該当なし。 

 

１７．その他 

   なし。 


